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要旨

術後退院患者に対する病院間の遠隔診療連携として、緑
内障手術後の患者を対象に、遠隔診療を併用した場合の有
効性と課題を検討した。その結果、対象患者の専門施設へ
の受診回数は抑制され、治療成績は従来の術後管理と比較
しても差はなかった。患者側からの遠隔医療を希望する意
見に加えて、医師側への利点として遠隔支援による地方医
師の診療負担の軽減、臨床的スキルアップなどに効果が期
待される。また、患者自宅に専用在宅端末を設置すること
により、退院後の遠隔フォローアップを行う試みも開始し
た。これにより、術後の早期退院、在宅での管理が可能と
なり、負担軽減が期待できる。一方、病院側は在院日数短
縮による入院患者総数、手術件数増加が見込まれる。遠隔
医療システムを活用することにより、術後患者の入院期間
短縮・通院回数軽減による早期の社会生活への復帰や、医
療費削減が見込める可能性がある。

1. はじめに

北海道は広大な地域であり、それに比例して医療機関が
カバーする地域も広範囲である。そのため地方の患者が専
門施設での診療を受けるためには、相当の移動時間や費用
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を要するなど負担が大きい。また北海道では従来から医師
の絶対数が不足しており、医師の確保など地域医療を維持
することは重要な課題である。しかし最近は医師不足、専
門医不在である地域が増加し、地方の過疎化とともに都市
部との医療格差が大きな問題となってきている。

眼科疾患患者は、高度の視機能障害を有していたり高齢
であることも多く、その場合遠方への単独での移動が困難
であり、専門施設での十分な管理が難しい場合も多い。特
に糖尿病網膜症や緑内障といった失明原因の上位を占め、
治療過程で手術に至るような重症例では特に負担は大きく、
通院中断によって治療成績が不調となる例も散見される。

旭川医科大学では、このような課題を解決する一つの方
向として情報通信技術を活用した「遠隔医療支援」を開発
し実践に取り組んでいる 1)-8)。従来、医療機関同士を安全
性の高い通信回線で結び、地方医師を各疾患の専門医が遠
隔地からリアルタイムに支援できるシステムを活用してき
た。眼科疾患のうち、緑内障の患者に対してこれらのシス
テムを術後フォローアップに活用した結果について検証し
報告する。

加えて、患者自宅に専用在宅端末を設置することにより、
退院後の遠隔フォローアップを行う試みも開始した 9)-11)。
在宅医療支援の併用による有用性および今後の課題につい
て報告する。
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2. 病院間の遠隔診療連携

旭川医科大学では 1994 年より動画像伝送システムな
どを用いた遠隔医療システムの開発と実践に取り組んでい
る 1)-7)。これは、都市部の専門医療機関と地方医療機関を
安全性の高い通信回線で結び、地方の医師を各疾患の専門
医が遠隔地から支援できるシステムである。患者が地元で
専門的医療を受けられることにより、時間的損失や経済的
負担などの軽減、地域医療での専門医不足や医療格差を補
うことを目的としている 4)5)。現在の運用として、専門医
から地方医師への診断・治療に対する支援や専門医による
フォローアップが必要な術後患者に対する支援を実践して
いる。

一般的に、手術後に詳細な病状把握、対処が必要な疾患
では、術後の経過が落ち着いたと判断されるまでは入院加
療が必要であり、退院後もしばらくの間は担当医のいる専
門施設への通院が望ましい。しかしながら、長期の入院や
遠方からの頻回通院には相当の移動時間や費用を要するな
ど負担が大きい。加えて、視機能が不自由な患者は単独で
の移動が大変であるため、付添いの家族などの負担も大き
い。そのため術後早期から地元病院へ通院せざるを得ない
患者も存在し、結果として必要となる専門的な処置が遅れ
る可能性もある。術後患者への遠隔診療支援は、患者診療
情報を共有して双方向で治療方針を検討し、患者が地方病
院を受診して検査を受ける際に、必要時にリアルタイム画
像伝送システムを用いて専門施設の担当医が地方医師と一
緒に診察を行うものである【図 1】。

現在当科では独自に開発した診療情報共有システムと動
画像伝送システムを用いている。診療情報共有システムは、
高度なセキュリティーを必要とする個人情報や診療データ

（眼科領域では視力、眼圧、検査画像など）を施設間双方
で入力し、共有するものである【図 2】。また動画像伝送
システムは、カメラ映像や診察に使用する検査機器の映像
をリアルタイム伝送して、遠隔地の医師が映像をみながら
患者の診察や説明・対話をすることが可能である【図 3】。

通信回線には VPN（Virtual Private Network）を用い、
使用する端末は院内のネットワークから隔離している。

我々は、眼科領域の手術の中でも特に術後管理が重要で
ある緑内障手術後の患者を対象に、遠隔診療を併用した場
合の有効性と課題の検討を行った 8)。遠隔医療システムが
導入されている医療機関より旭川医科大学病院眼科（以下
当科）に紹介され手術を行った症例のうち、システムを併
用して当科担当医と紹介元施設の医師が連携して診療を
継続できた 24 例を対象とした【図 4】。退院後の経過に
大きな問題が生じなければ、原則紹介元施設で加療を継
続していただき、専門医による対面診察、追加処置が必
要な場合、および対象患者に希望があった場合には当科
を受診していただいた。退院後 6 ヶ月までの検討では、
当科および紹介元施設を合わせた退院後の総外来受診回
数平均 10.0 ± 1.9 回（8 ～ 15 回）、うち当科を受診し
た回数は平均 1.4 ± 1.5 回（0 ～ 6 回）と総外来受診回
数の 13.8％に抑制された。退院後当科受診が一度もなく
紹介元施設だけで加療継続できた症例も半数以上の 13 例

（54.2％）であった。全例で眼圧値は正常範囲に下降し、
重篤な術後合併症を認めず、治療成績は従来の術後管理と
比較して差はないと考えられた。アンケート調査の結果【図
5】【図 6】では、患者側からの遠隔医療を希望する意見
に加えて、医師側への利点として遠隔支援による地方医師
の診療負担の軽減、臨床的スキルアップなどに効果が期待
できる可能性が示唆された。しかしながら、課題として医
師および患者のスケジュール調整や時間的拘束が必要なこ
と、支援側の医療責任、インセンティブの必要性なども挙
げられる。

【図1】遠隔医療支援システムの概念図

【図2】診療情報共有システムの画面

【図3】リアルタイム遠隔診察

【図4】対象患者と治療成績（退院後６ヶ月）
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今後、効率的な運用についての検証が必要ではあるが、
患者や医師の負担軽減、地域間の医療格差を補う病診連携
のツールとして期待している。

3. 在宅医療支援

旭川医科大学では、手術などの治療を受けた入院患者が
通常より早期退院し、安心して在宅での療養を行えるため
の医療支援を目的とした、「遠隔在宅療養医療システム」（以
下在宅システム）を開発し実際の臨床へ活用している 9)-11)

【図 7】【図 8】。在宅システムは、退院患者の自宅にイン
ターネット接続の専用在宅端末と通信機能の付いたバイタ
ルセンサーを設置することにより、患者自身が測定した血
圧・血糖値などのデータが病院側に送信され、随時医師・
コメディカルがモニタリングしフォローアップするもので
ある。この在宅医療支援が有効であれば、術後の早期退院、
在宅での管理が可能となる。その結果として、患者側から
は入院ストレスからの解放、日常生活や職場への早期復帰、

家族などの負担軽減が期待できる。加えて、毎日のバイタ
ル所見に基づいた退院後の生活指導をシステムを経由して
在宅で行うことをも可能となる。一方、病院側は在院日数
短縮により、他の入院予定患者の待機期間短縮が期待でき、
入院患者総数、手術件数増加による収益増が見込まれる。

しかしながら、対象者は情報機器操作に不慣れな高齢者
が多いことから、PC やタブレット端末などの機器の使用
経験のない患者にも簡便な操作となるよう、独自に開発し
た装置を開発した。本装置はタッチパネル式でカメラ・ス
ピーカーなど必要な装置と一体化しており、小型軽量で場
所をとらない。体重・血圧値・血糖値などバイタルデータ
は自動送信することが可能である。さらに、視力・ゆがみ
などの簡易視機能評価ができるセルフチェック機能を導入
した。それらの情報のうち設定した条件で問題が生じてい
ると判断された場合は、担当医にアラームが送信される仕
組みも構築している。

当科で手術後在宅医療支援を施行した症例（糖尿病網膜
症に対する硝子体手術後、角膜移植術後）では、通常より

【図5】患者アンケートの結果 【図6】紹介元医師アンケートの結果

【図7】在宅医療診察端末

【図8】在宅医療診察（患者宅）
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も入院期間を 3 日間短縮して退院し、退院後は在宅端末
を用いた内科担当医による血圧・血糖値の管理の継続およ
び眼科的フォローを継続した 10)。いずれも当科受診には
片道 2 ～ 3 時間を要し、頻回の通院が難しい例であった。
退院後は安定期まで週 1 回程度の対面通信を継続した。
術後経過は通常の場合と差はなく、重篤な合併症は生じな
かった。本システムにより、患者負担の軽減、全身的な治
療・管理の継続性に有用である可能性が示唆される。今後
引き続き実践を継続し、対象症例を増加させ、エビデンス
を蓄積していく計画である。

4. まとめ

遠隔医療システムを活用することにより、手術後の患者
に安心して地元での診療継続を勧めることができ、その結
果として入院期間の短縮・通院回数の軽減による早期の社
会生活への復帰や、医療費削減が見込める可能性がある。
また、治療成績の向上や医師の診療負担軽減につながる可
能性も示唆される。今後より多くの患者、他科も含めたよ
り多くの疾患に活用し、評価・検証が必要と考えるが、我々
が遠隔医療に目指す「切れ目のない医療支援」の目指す方
向性の一つと確信している。
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